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事業報告
企業集団の現況

（1）事業の経過及びその成果
当連結会計年度における我が国経済は、官民において様々な物価・所得改善施策が講じられてきたものの、ウクライナや中東情勢

の緊迫化、米国の関税政策や日中関係の摩擦拡大などにより、原材料の供給不足や物価上昇の懸念が高まり、今後の経済情勢につい
て一段と不透明感が強まりました。

このような環境のもと、当連結会計年度の業績は、売上高は71,526百万円（前期比2.9％増）、営業利益は10,745百万円（同5.3％
増）、親会社株主に帰属する当期純利益は19,190百万円（同157.7％増）となりました。

売上高を製品区分別にご説明いたしますと、次のとおりであります。

事業区分 製品区分
前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減

売上高
（百万円）

構成比
（％）

売上高
（百万円）

構成比
（％）

金 額
（百万円）

増減率
（％）

P L M 事 業

PLMソリューション 39,597 56.9 41,482 58.0 1,885 4.8

シ ス テ ム 構 築 支 援 24,869 35.8 24,844 34.7 △24 △0.1

HW販売に付帯する
保 守 ・ そ の 他 3,065 4.4 3,162 4.4 96 3.1

小 計 67,532 97.1 69,489 97.2 1,956 2.9

E D A 事 業 EDAソリューション 2,008 2.9 2,036 2.8 27 1.4

合 計 69,541 100.0 71,526 100.0 1,984 2.9
上記の表においては、セグメント間の取引金額を相殺して表示しております。

以下、セグメント別の概要をご報告いたします。
［PLMソリューション］
主要顧客である自動車関連業界は、期初からの米国による関税影響への懸念や、中国EVの台頭が著しい環境下にある中、欧米を中

心にEV一辺倒の潮流に変化が生じ、ハイブリッド車の見直し等が進んだことから、開発強化に向けたIT投資は堅調に推移しました。
その結果、前連結会計年度比1,885百万円（4.8％)増加し、41,482百万円となりました。

［システム構築支援］
半導体需要の拡大及び世界的な生産増加が続く中、国内生産拠点におけるIT設備投資の高まりに加え、政策支援等を背景とした設

備投資も堅調に推移し、ハードウェアを中心としたソリューションが大きく伸長したことで前期大型案件の影響を低減いたしまし
た。その結果、前連結会計年度比24百万円（0.1％)減少の24,844百万円となりました。

［HW販売に付帯する保守・その他］
PLMソリューション及びシステム構築支援におけるハードウェア販売が増加したことに伴い、保守案件も増加したことから、前連

結会計年度比96百万円（3.1％)増加の3,162百万円となりました。
［EDAソリューション]
デバイス設計委託ビジネスが堅調に伸長し、前連結会計年度比27百万円（1.4％)増加し、2,036百万円となりました。
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（2）直前三事業年度の財産及び損益の状況の推移
（単位：千円）

期別
区分

第 39 期
（2022

2023
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

第 40 期
（2023

2024
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

第 41 期
（2024

2025
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

第 42 期
（2025

2026
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで）

売 上 高 53,347,984 59,511,485 69,541,642 71,526,005

経 常 利 益 8,200,757 9,686,759 10,919,946 11,419,358

親会社株主に帰属する当期純利益 5,420,745 6,520,169 7,447,460 19,190,410

１株当たり当期純利益（円） 63.52 76.48 87.39 263.53

総 資 産 65,502,254 75,053,749 86,490,588 80,966,517

純 資 産 43,941,843 52,441,857 59,669,909 51,378,714

（注）１．株式給付信託（J-ESOP）及び株式給付信託（BBT）が所有する当社株式につきましては、連結計算書類において自己株式
として表示しているため、１株当たり当期純利益の算定に用いられた期中平均株式数からは当該株式を控除しております。

２．当社は、2025年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っており、第39期の期首に当該株式分割が行
われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

（3）対処すべき課題
当社事業内容・決算などに関する事項のうち、当社の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがある

と考えております。なお、当該事項は事業報告作成日現在において入手し得る情報に基づいて判断したものです。

１．当社を取り巻く事業環境
・日本及び世界経済は、地政学リスクの高まりや政治・経済の不安定化、原材料価格の上昇等を背景に、不透明な状況が続いてお

ります。加えて、少子高齢化の進展や人口動態の変化、サステナビリティ経営や人的資本経営への社会的要請の高まりなど、企
業を取り巻く環境は大きく変化しております。当社の主要顧客である自動車関連業界においては、EV化・自動運転などいわゆる
CASE対応に伴う技術革新や競争激化が進行しており、半導体・精密機器分野においても、生成AI、データセンター需要拡大等
を背景とした投資が拡大する一方、市況変動による投資抑制リスクも内在しております。当社は、こうした事業環境の変化を重
要な経営課題として認識し、市場動向を的確に捉えながら、持続的な成長と業績の安定に取り組んでまいります。

２．中長期成長の源泉としての人材投資
・当社グループは、設計DX・製造DX、AI、ITインフラ等の高度な専門性を要する分野において事業を展開しており、その競争力

は人材に大きく依存しております。このため、事業戦略を実現する人材の確保・育成は、中長期的な成長における重要課題であ
ります。一方、労働市場の逼迫や人件費の上昇、専門人材の獲得競争の激化により、採用及び育成が計画通りに進まない場合に
は、事業拡大や収益性に影響を及ぼす可能性があります。このような認識のもと、当社は中期経営計画において人的資本経営を
重要な経営戦略として位置付け、報酬水準の引き上げ、要員採用の強化、多様な人材ポートフォリオの構築、教育投資及びリス
キリングの推進等を通じて、社員一人ひとりが最大限のパフォーマンスを発揮できる体制の構築に取り組んでまいります。

３．付加価値の高い事業モデルへの転換
・当社は、設計DX・製造DXを中核としたワンストップDXソリューションの提供を強みとしておりますが、技術革新の進展が極

めて速い分野において、技術力や提供価値が市場ニーズに適合しなくなった場合、競争力を失うリスクがあります。これに対
し、当社は中期経営計画において、ものづくりプラットフォームの高度化、AIを活用した予測・分析ソリューションの展開、
VDI・HPC・データセンターを基盤としたハイブリッドIT環境及びマネージドサービスの拡充を掲げております。また、取引先
との強固なパートナーシップを活かし、業界動向に最適化したソリューションの提供及び新規市場・顧客の開拓を通じて、付加
価値の高い事業モデルへの転換を進めてまいります。

４．事業基盤整備への積極的な投資
・当社は、持続的成長を実現するため、M&A、新規事業、データセンターを含む事業基盤整備等への積極的な投資を進めており
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ますが、投資効果が想定通りに発現しない場合や、外部環境の変化により計画が影響を受けた場合には、業績に影響を及ぼす可
能性があります。このリスクに対応するため、当社は中期経営計画に基づき、成長投資と財務規律の両立を図りながら、グルー
プシナジーの最大化、事業ポートフォリオの最適化を進め、企業価値の向上に努めてまいります。

５．情報セキュリティリスクへの対応強化
・当社グループは、お客様のニーズに応じたソリューションのコンサルティングから開発、運用、保守サービスまで提供してお

り、この過程において、お客様の機密情報を知り得る立場となる場合があります。サイバー攻撃等による不正アクセス、人為的
過失等によりこれらの機密情報が外部へ漏洩した場合、当社事業に影響が出る可能性があります。このような情報セキュリティ
リスクを回避するため、常にセキュリティシステムを強化するとともに、「情報セキュリティ基本方針」のもとISMSに則り体制
を整備し、当社及びグループ会社、業務委託先に対してコンプライアンス教育を実施しております。

（4）主要な事業内容（2026年３月31日現在）
当社グループは、当社、子会社15社及び持分法適用関連会社３社で構成されており、PLM事業とEDA事業を行っております。

PLM事業は「PLMソリューション」、「システム構築支援」、「HW販売に付帯する保守・その他」の３つに区分し、EDA事業は
「EDAソリューション」のみの単一区分としております。

事 業 区 分 製 品 区 分

P L M 事 業
PLMソリューション
システム構築支援
HW販売に付帯する保守・その他

E D A 事 業 EDAソリューション

［PLMソリューション］
PLMはProduct Lifecycle Managementの略であり、製品の企画から開発、設計、製造、販売、保守、廃棄に至る全工程を包括

的に管理する手法であります。「PLMソリューション」では、経営目標や事業戦略等、お客様それぞれが目指す姿を見据えながら、
ものづくりに関わる全てのプロセスの最適化を実現し、経営効率化につながるソリューションを提案しております。
「PLMソリューション」のうち、ITを活用して設計を効率化し生産性向上を図る「３次元設計システム」では、フランスのダッソ
ーシステムズ社が開発した３次元CADシステム「CATIA」を主力製品として、自動車、航空機、電機、機械といった業界を中心に、
専門分野に特化した部品メーカーから製品が多岐にわたる完成品メーカーまで、幅広いレイヤーのお客様に対してソリューションを
提供しております。

また、３次元CADで作成したデータを活用する「CAD応用技術」として、より広範な工程での生産性向上やお客様の事業展開に
合わせた設計・開発環境の構築にも取り組んでおります。具体的な例として、製品特性の解析や性能の確認をコンピューターシミュ
レーションで行うCAE、金型の自動設計等、生産準備全般をコンピューターで支援するCAM、製造に必要な部品の一覧表である
BOM、設計・開発に関するあらゆる情報を一元管理するPDM、等が挙げられます。これらのソリューションは工程の短縮化やコス
ト削減、グローバル展開に伴う世界各拠点での同時開発体制の整備等、企業の事業戦略と密接に関わるものであり、今後ますます重
要性が高まるものと考えております。
［システム構築支援］

ITと企業の事業戦略が一層密接な関わりを持つ中、持続的成長を支える強固かつ効果的なシステム構築へのニーズはますます高ま
っております。「システム構築支援」では、グローバル展開への対応、ビッグデータの処理・分析のためのシステム設計、業務効率
化やコスト削減のためのインフラ統合など、お客様それぞれの課題を解決するため、多様なハードウェア・ソフトウェア製品群と当
社の高い技術力を活かし、クラウドやシンクライアント、AI、IoTといった先端技術を活用した最適なシステムの構築を行っており
ます。
［HW販売に付帯する保守・その他］
「PLMソリューション」、「システム構築支援」で提供したハードウェアについて保守を行う事業であります。機器導入後もお客様
に対し積極的なコミュニケーションを図り、きめ細かなサポートを提供することで、顧客満足度の向上につなげております。
［EDAソリューション］

EDAはElectronic Design Automationの略であり、半導体や電気回路の設計作業を自動化し支援するためのソフトウェア、ハー

― 3 ―

2026年05月19日 14時11分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



ドウェアを意味します。「EDAソリューション」では、当社子会社である㈱ジーダットにおいて、大規模集積回路や液晶ディスプレ
イをはじめとした電子部品、及び磁気ヘッドやマイクロマシン等の微細加工部品を設計するための電子系CADソフトウェア製品を自
社開発し、販売、サポート、コンサルテーションを行っております。

（5）主要な営業所及び工場並びに使用人の状況
① 主要な営業所及び工場（2026年３月31日現在）

事 業 所 名 所 在 地
当 社

本 社 東京都中央区日本橋箱崎町５−14
西 日 本 事 業 部 大阪府大阪市
中 部 事 業 部 愛知県名古屋市
東 北 事 業 所 宮城県仙台市
静 岡 事 業 所 静岡県浜松市
宇 都 宮 事 業 所 栃木県芳賀郡
広 島 オ フ ィ ス 広島県広島市
札 幌 オ フ ィ ス 北海道札幌市
北 上 オ フ ィ ス 岩手県北上市
北 関 東 オ フ ィ ス 群馬県太田市
刈 谷 オ フ ィ ス 愛知県刈谷市
福 岡 オ フ ィ ス 福岡県福岡市
教 育 セ ン タ ー 東京都中央区
商 品 セ ン タ ー 東京都中央区
東 京 テ ク ニ カ ル セ ン タ ー 東京都中央区

子 会 社
㈱ A I S 北 海 道 北海道札幌市
㈱ ア ル ゴ ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス 神奈川県横浜市
㈱ ヒ ュ ー リ ン ク ス 東京都中央区
㈱ ジ ー ダ ッ ト 東京都中央区
㈱ H P C ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ 東京都中央区
㈱ C A D S O L U T I O N S 東京都中央区
㈱ シ ス テ ム プ ラ ネ ッ ト 福岡県福岡市
㈱ ア ド バ ン ス ト テ ク ノ ロ ジ ー 東京都中央区
㈱ テ ッ ク ス イ ー ト ジ ャ パ ン 東京都中央区
㈱ ワ イ ド ソ フ ト デ ザ イ ン 兵庫県神戸市
A r g o G r a p h i c s T h a i l a n d C o . , L t d . タイ バンコク
N e w S y s t e m S e r v i c e C o . , L t d . タイ バンコク
N e w S y s t e m V i e t n a m C o . , L t d . ベトナム ハノイ
HOKKAIDO ENGINEERING VIETNAM COMPANY LIMITED ベトナム ハノイ

関 連 会 社
D & A T e c h n o l o g y （S h a n g h a i）C o . , L t d . 中国 上海市
㈱ P L M ジ ャ パ ン 東京都港区
㈱ テ ク ス パ イ ア 東京都千代田区
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② 企業集団の使用人の状況（2026年３月31日現在）

事 業 部 門 別 使 用 人 数 前 期 末 比 増 減
P L M 事 業 1,067名 35名
E D A 事 業 131 △3

計 1,198 32

（注）使用人数は就業人員数であります。

株式の状況（2026年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 320,000,000株
（2）発行済株式の総数 80,000,000株
（3）株主数 10,142名
（4）大株主及びその持株数

順位 株 主 名 持株数（株） 持株比率（％）

1. 日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 ㈱ （信 託 口） 9,339,600 13.21
2. ㈱ 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 口） 4,444,200 6.29
3. BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND 2,732,175 3.87
4. 藤 澤 義 麿 2,356,000 3.33
5. ㈱ タ ム ロ ン 2,330,400 3.30
6. Ｓ Ｃ Ｓ Ｋ ㈱ 2,320,000 3.28
7. NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE IEDP AIF CLIENTS NON TREATY ACCOUNT 2,240,000 3.17
8. 野 村 信 託 銀 行 ㈱ （投 信 口） 2,232,300 3.16
9. ㈱ 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （信 託 Ｅ 口） 1,966,700 2.78
10. THE CHASE MANHATTAN BANK,N.A. LONDONSECS LENDING OMNIBUS ACCOUNT 1,785,200 2.53

（注）当社は自己株式9,320,708株を保有しておりますが、上記大株主から除外しております。また、持株比率は自己株式を控除して
計算しております。なお、当該自己株式数には、「株式給付信託（J-ESOP）」及び「株式給付信託（BBT）」制度の信託口（㈱日
本カストディ銀行（信託E口））が保有する当社株式は含まれておりません。

（5）その他株式に関する重要な事項
・2025年５月12日から2025年６月９日までの応募期間において自己株式の取得を行っております。同期間中に取得した株式の総

数は4,160,000株、取得価額の総額は18,616百万円となります。
・2025年７月７日付で自己株式の消却を行っております。これにより、発行済株式総数は2,354,000株減少しております。
・2025年10月１日付で普通株式１株につき4株の割合で株式分割を行っております。これにより、発行済株式総数は60,000,000

株増加しております。
・2025年11月17日付で第三者割当による自己株式の処分を行っております。これにより、当社の株式給付信託（BBT）及び株式

給付信託（J-ESOP）の信託口である株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が当社株式300,000株を取得しております。
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会社役員に関する事項
（1）会社役員の重要な兼職の状況

区 分 氏 名 兼職する他の会社名 兼職の内容

代 表 取 締 役 藤 澤 義 麿

㈱ A I S 北 海 道 代表取締役社長

㈱ ア ル ゴ ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス 代表取締役会長兼社長

㈱ ヒ ュ ー リ ン ク ス 代表取締役会長兼社長

㈱ ジ ー ダ ッ ト 取締役

㈱ H P C ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ 代表取締役会長

㈱ C A D S O L U T I O N S 代表取締役会長

㈱ シ ス テ ム プ ラ ネ ッ ト 代表取締役会長

㈱ ア ド バ ン ス ト テ ク ノ ロ ジ ー 代表取締役会長

㈱ テ ッ ク ス イ ー ト ジ ャ パ ン 代表取締役会長

㈱ ワ イ ド ソ フ ト デ ザ イ ン 取締役

A r g o G r a p h i c s T h a i l a n d C o . , L t d . 取締役

N e w S y s t e m S e r v i c e C o . , L t d . 代表取締役会長

N e w S y s t e m V i e t n a m C o . , L t d . 代表取締役会長

D & A T e c h n o l o g y（S h a n g h a i）C o . , L t d . 副董事長

代 表 取 締 役 尾 崎 宗 視 ㈱ ワ イ ド ソ フ ト デ ザ イ ン 代表取締役会長

取 締 役 長谷部 邦 雄

㈱ ジ ー ダ ッ ト 取締役

㈱ ア ル ゴ ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス 取締役

㈱ ヒ ュ ー リ ン ク ス 取締役

㈱ Ｃ Ａ Ｄ Ｓ Ｏ Ｌ Ｕ Ｔ Ｉ Ｏ Ｎ Ｓ 取締役

取 締 役 石 川 清 志

㈱ シ ス テ ム プ ラ ネ ッ ト 代表取締役社長

㈱ P L M ジ ャ パ ン 取締役

㈱ ワ イ ド ソ フ ト デ ザ イ ン 取締役

（2）監査等委員が財務及び会計に関する相当程度の知見を有しているものの状況
監査等委員中村隆夫氏は、IT業界における長年の経験に加え、当社管理部門での経験に基づく財務及び会計に関する相当程度の知

見を有しております。

（3）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役５名とは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、100万円以上であらかじめ定めた金額又は法令が規定する額のいずれか高
い額としております。
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（4）会社の役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、その保険料は当社が全

額負担しています。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社（上場子会社除く）の全ての取締役、監査役及び執行役員であ
ります。当該保険契約の内容は、被保険者が株主や第三者から損害賠償請求がなされた場合において、被保険者が負担することとな
る損害賠償金及び争訟費用を補填するものであります。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、被
保険者における故意又は犯罪行為等に起因した場合は、保険金支払の対象外としております。

（5）社外役員に関する事項
① 社外取締役の活動状況等

氏 名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の内容 他の法人等の役員等の兼任状況

藤 井 孝 藏
当事業年度に開催された取締役会17回全てに出席し、計算科学・情報
術分野の学識者として教育・研究活動で得た経験及び知見に基づく発言
を行っております。

東京理科大学工学部 客員教授

郷 みさき
2025年６月19日の就任後に開催された取締役会13回全てに出席し、
IT業界におけるマーケティング及びサステナビリティ戦略の経験と実
績に基づいた発言を行っております。

㈱ケイ・エヌ・ティー 代表取締役

楢 林 知 樹
当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出席し、また、同じく
監査等委員会12回のすべてに出席し、IT業界における多角的な業務・
経営管理の経験と実績に基づく発言を行っております。

−

有 岡 宏
当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出席し、また、同じく
監査等委員会12回のすべてに出席し、総務省及び地方公共団体におけ
る幅広い要職の経験に基づいた発言を行っております。

一般財団法人地方債協会 理事長

井 戸 理恵子
当事業年度に開催された取締役会17回の全てに出席し、また、2025年
６月19日の就任後に開催された監査等委員会９回の全てに出席し、学
識者及び企業代表者としての幅広い経験と識見を活かし、ダイバーシテ
ィや社会貢献の観点も踏まえた発言を行っております。

多摩美術大学芸術学部 非常勤講師
ゆきすきのくに合同会社 代表社員
アトモスフィア・デザイン合同会社
代表社員

（注）１．井戸理恵子氏は2017年６月15日、有岡宏氏は2022年６月23日、藤井孝藏及び楢林知樹の各氏は2023年６月22日、郷みさ
き氏は2025年６月19日に社外取締役に就任いたしました。

２．当社と東京理科大学、㈱ケイ・エヌ・ティー、一般財団法人地方債協会、多摩美術大学、ゆきすきのくに合同会社及びアト
モスフィア・デザイン合同会社との間には、重要な取引関係はありません。

会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

（2）当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

① 報酬等の額 44,000千円

② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 44,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分して
おらず、実質的にも区分ができないため、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めて記載しておりま
す。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどう
かについて必要な検証を行った上で、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。
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３．上記報酬以外に、当事業年度において、当社の子会社である株式会社ジーダットの会計監査人交代に伴う引継ぎ関連業務の
報酬２百万円を支払っております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、会計監査人の解任又は不再任

に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき当該議案を株主総会の会議の目的とすることといたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ、改善の見込みがないと判断

した場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解
任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任した理由を報告いたします。

（4）子会社の監査に関する事項
当社の子会社である株式会社ジーダットは、当社の会計監査人以外の監査法人による監査を受けております。

業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項
（1）業務の適正を確保するための体制等の整備に関する決議の内容の概要

当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制につ
き、取締役会において決議しております。概要は以下のとおりであります。
① 当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・「法令等遵守規程」、「組織管理規程」、「業務分掌規程」、「決裁手続規程」、「決裁基準」等に基づき、法令、社会規範及び社内規
則を遵守し、倫理的な活動を行う。

・コンプライアンス体制の強化のため、コンプライアンス委員会を設置し、適切な教育等を通じ周知徹底を図っている。また、コ
ンプライアンス・ガイドブックを制定し、全社員に配布している。

② 当社グループの取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・当社グループの取締役の職務の執行に係る情報は「文書管理規程」等に従い適切に保存・管理する。
・災害対策方針（ディザスター・リカバリー）を制定し、データ・バックアップの対策を講じている。また、情報の漏洩等の情報

セキュリティーに関する規程を制定し、適宜従業員向け研修を行っている。
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・「リスク管理規程」、「個人情報保護規程」、「情報の流失防止等に関する規程」、「インサイダー取引に関する規程」、「与信管理規
程」、「経理規程」等に基づき、リスク発生の未然防止やリスク発生時の適切な対応に努める。

・代表取締役会長直轄の組織として内部統制室を設置している。内部統制室は、「内部監査規程」及び「関係会社管理規程」に基
づいて定期的監査を実施し、問題点・課題等を会長に報告し、必要に応じて取締役会及び経営会議に報告する。

・内部監査により、万一、法令や定款に対する違反行為等による損失発生の可能性が発見された場合には、直ちに会長及び取締役
会に報告し、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等を把握し、会長又は会長が任命する対応責任者がこれに対
処する。

・リスク管理体制をより強化するため、コンプライアンス委員会がリスクの把握・分析及び対応策等の立案を行っている。
④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・経営計画については、経営理念を機軸に毎年当社単体及び連結の年度計画及び中期計画を策定し、これに基づき各業務執行部門
が目標達成のための活動を行う。

・経営目標の進捗状況については、毎月開催される取締役会・執行役員会にて報告され、重大な課題が生じた際は、取締役会・経
営会議で対応策を協議・決定する。

・経営の意思決定は、「取締役会規程」に基づき、取締役会で協議の上決定する。それ以外の重要な意思決定は、代表取締役が決
裁する。

・日常の職務遂行については、「組織管理規程」、「業務分掌規程」、「決裁手続規程」、「決裁基準」等に基づき権限の委譲を行い、
各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を遂行する。

・権限委譲、決裁基準等は適宜見直しを行い、さらに効率性を高める。
⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

・「関連会社管理規程」に基づき定常的に提出される経営資料を分析・評価するとともに各子会社の取締役会には兼務する当社役
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員が必ず出席する。
・内部監査室が、「内部監査規程」に基づき、内部監査年間計画を策定し、当社及び子会社の内部監査を実施する。
・内部監査により、万一、法令や定款に対する違反行為等による損失発生の可能性が発見された場合には、直ちに会長及び取締役

会に報告し、発見された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等を把握し、会長又は会長が任命する対応責任者がこれに対
処する。

⑥ 監査等委員の職務を補助すべき使用人に関する体制及び当該使用人に関する監査等委員の指示の実効性の確保に関する事項
・監査等委員は、監査等委員会の承認に基づき、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めることができる。補助すべき使用

人が社員で、担当職務と兼任で監査等委員補助職務を担う場合は、監査等委員補助職務に関しては監査等委員の指揮命令に従
う。職務を補助すべき使用人の任命・解雇・配転等の人事異動あるいは賃金・その他報酬等の雇用条件については、監査等委員
会の同意を得るものとし、当該使用人の取締役からの独立性及び監査等委員会の指示の実効性確保に努める。

⑦ 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処
理に係る方針に関する事項

・当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399条の２に基づく費用の前払い等の請求をした時は、
担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除
き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑧ 当社グループの取締役及び使用人が監査等委員に報告をするための体制その他監査等委員への報告に関する体制及び報告をした
者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・当社グループの取締役は毎月開催される取締役会において、以下の業務執行状況を監査等委員に報告する。
−内部統制システムの整備・運用状況
−当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更状況
−業績及び業績見込み、重要開示書類の内容

・当社グループの取締役及び使用人は、必要な報告及び情報提供を行う。監査等委員に報告をした者に対して、当該報告をしたこ
とを理由とする不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を取締役及び使用人に周知徹底する。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① コンプライアンスに関する取り組み

・コンプライアンス・ガイドブックを制定し、全社員に配布するとともに、適切な教育等を通じ周知徹底を図っております。
・情報の漏洩等の情報セキュリティに関する規程を制定し、適宜従業員向け研修を行っております。

② リスク管理に関する取り組み
・リスク管理体制をより強化するため、コンプライアンス委員会がリスクの把握・分析及び対応策等の立案を行っております。

③ 監査等委員の監査体制に関する取り組み
・現在、監査等委員の職務を補助すべき専属の使用人はおりませんが、監査等委員の監査の実効性を高めるため、経理部、営業管

理部、総務部、人事部、業務部等が監査等委員に対して積極的な情報提供を行っております。

株式会社の支配に関する基本方針
具体的な方針は定めておりません。

剰余金の配当等の決定に関する方針
経済の情勢や事業環境を勘案しつつ、また業績連動方式を基本とする中で、「2028年３月期において連結配当性向40％以上達成」を

目標とし、継続的・安定的に実施できるよう努めております。
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連結計算書類
連結株主資本等変動計算書（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,873,136 2,136,715 44,255,076 △1,000,208 47,264,719

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,712,875 △2,712,875

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 19,190,410 19,190,410

自 己 株 式 の 取 得 △18,616,000 △18,616,000

自 己 株 式 の 消 却 △9,385,747 9,385,747
株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 取 得 △400,200 △400,200

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分 42,850 42,850

株 式 給 付 信 託 に 対 す る
自 己 株 式 の 処 分 101,163 299,036 400,200

利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 9,192,123 △9,192,123

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 − △92,460 7,285,412 △9,288,566 △2,095,614

2026 年 ３ 月 31 日 残 高 1,873,136 2,044,255 51,540,488 △10,288,775 45,169,104
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その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
退 職 給 付 に
係る調整累計額

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利益累計額合計

2025 年 ４ 月 １ 日 残 高 9,329,695 191,905 401,875 9,923,476 2,481,713 59,669,909

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,712,875

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 19,190,410

自 己 株 式 の 取 得 △18,616,000

自 己 株 式 の 消 却 −
株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 取 得 △400,200

株 式 給 付 信 託 に よ る
自 己 株 式 の 処 分 42,850

株 式 給 付 信 託 に 対 す る
自 己 株 式 の 処 分 400,200

利 益 剰 余 金 か ら
資 本 剰 余 金 へ の 振 替 −

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △6,440,826 42,402 93,771 △6,304,653 109,073 △6,195,580

連結会計年度中の変動額合計 △6,440,826 42,402 93,771 △6,304,653 109,073 △8,291,194

2026 年 ３ 月 31 日 残 高 2,888,868 234,307 495,646 3,618,822 2,590,787 51,378,714
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び
主要な連結子会社の名称

15社
㈱AIS北海道、㈱アルゴビジネスサービス、㈱ヒューリンクス、㈱ジーダット、㈱
HPCソリューションズ、㈱CAD SOLUTIONS、㈱システムプラネット、㈱アド
バンストテクノロジー、㈱テックスイートジャパン、㈱ワイドソフトデザイン、
Argo Graphics Thailand Co., Ltd.、New System Service Co., Ltd.、New
System Vietnam Co., Ltd.、HOKKAIDO ENGINEERING VIETNAM
COMPANY LIMITED

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社の数及び名称 ３社

D&A Technology（Shanghai）Co.,Ltd.、㈱PLMジャパン、㈱テクスパイア

３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
イ．満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
ロ．その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
② 棚卸資産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産
定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及
び構築物については定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

主な耐用年数
建物 ６〜50年
その他 ４〜20年

② 無形固定資産
自社利用のソフトウェア 定額法 ５年
のれん 定額法 投資効果の発現する期間（５〜10年）

（3）重要な引当金の計上基準
① 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、翌連結会計年度賞与支給見込額のうち当連結会計年度に属する部分の金額を計上しており
ます。

② 役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。
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③ 株式給付引当金
株式給付規程に基づく従業員の当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上
しております。

④ 役員株式給付引当金
株式給付規程に基づく役員の当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上し
ております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社グループの主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する時点は次のとおりであります。

① PLMソリューション
PLMソリューションは、顧客との契約に基づいて、ソフトウェアの使用権の付与や、ハードウェア等の製品を販売する履行義
務を負っております。当該履行義務は製品を引き渡す一時点において顧客が製品に対する支配を獲得することで充足されると
判断し、引渡し時点で収益を認識しております。ただし、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な
取扱いを適用し、ハードウェア等の製品の国内販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時まで
の期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。また、当社エンジニアによるサポートサービスの提
供については、顧客との契約期間に従い一定の期間にわたって収益を認識しております。

② システム構築支援
システム構築支援は、顧客との契約に基づいて、顧客仕様のシステムを構築する履行義務を負っております。一定期間にわた
り充足する履行義務の対価として受け取る金額あるいは履行義務が充足するまでに要する総原価が信頼性をもって見積ること
ができる場合は、期間がごく短い場合や、金額が重要でない場合を除き、報告期間の末日において測定した履行義務の充足に
係る進捗度に基づいて、当該期間にわたって収益を認識する方法に変更しております。なお、この進捗度の測定は発生したコ
ストに基づくインプット法（原価比例法）を採用しています。

③ HW販売に付帯する保守・その他
HW販売に付帯する保守・その他は、主に他社が提供する保守サービスを、PLMソリューションでのソフトウェア・ハードウ
ェア販売に付帯するものとして提供する履行義務を負っております。他社が提供する保守サービスの販売については、当該サ
ービスが顧客に提供開始された時点で、顧客に当該サービスに対する支配が移転したと判断し、収益を認識しております。

④ EDAソリューション
イ．ソフトウェアライセンスによる販売は、顧客との契約に基づいてソフトウェア使用権を付与する履行義務を負っておりま

す。当該履行義務は製品を引き渡す一時点において顧客が製品に対する支配を獲得し充足されると判断し、引渡し時点で収
益を認識しております。

ロ．保守サービスに係る収益は、主に製品の保守であり、顧客との保守契約に基づいて主に自社のエンジニアによって保守サー
ビスを提供する履行義務を負っております。当該保守契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行義
務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。

ハ．受託開発（カスタムソフトウェア、設計受託）に係る収益は顧客との契約に基づいて一定期間にわたり充足される履行義務
として収益を認識しております。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの
期間がごく短い場合や金額が重要でない場合には、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

（5）その他の連結計算書類作成のための重要な事項
① 重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在
外子会社等の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における非支配株主持分及び為替換算調整勘定に含めて計上しております。

② 退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して
おります。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）によ
る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
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（収益認識に関する注記）
（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報 （単位：千円）

報告セグメント
合 計

PLM事業 EDA事業
PLMソリューション 41,482,627 − 41,482,627
システム構築支援 24,844,803 − 24,844,803
HW販売に付帯する保守・その他 3,162,329 − 3,162,329
EDAソリューション − 2,036,244 2,036,244
外部顧客への売上高 69,489,760 2,036,244 71,526,005

（2）収益を理解するための基礎となる情報
「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）３．会計方針に関する事項」の「（4）収益及び費用の計上
基準」に記載のとおりであります。

（3）当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
① 顧客との契約から生じた債権及び債務の残高等

顧客との契約から生じた契約負債の残高は以下のとおりであります。なお、契約資産の残高は「連結貸借対照表注記」に記載
のとおりであります。

契約負債 期末残高 2,792,799千円
連結貸借対照表上、契約負債は、「前受金」に計上しております。
なお、当連結会計年度に認識した収益の額のうち、期首現在の契約負債に含まれていた額は1,819,686千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当連結会計年度末において、未充足（又は部分的に未充足）の履行義務に配分した取引価格の金額及びそのうち将来認識され
ると見込まれる金額は以下のとおりであります。

１年内 16,708,090千円
１年超 1,488,962
合 計 18,197,052

（表示方法の変更に関する注記）
（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度まで「建物」で表示していた科目を、「建物及び構築物」に変更しております。この科目変更は当連結会計年度にお
いて構築物を取得したために行ったものであり、前連結会計年度の「建物」に構築物は含まれておりません。

（会計上の見積りに関する注記）
該当事項はありません。

（連結貸借対照表注記）
１．顧客との契約から生じた債権、契約資産の残高

受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、それぞれ以下のとおりであります。
当連結会計年度

（2026年３月31日）
受取手形 −千円
売掛金 20,898,979
契約資産 −
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２．有形固定資産の減価償却累計額 632,046千円

３．圧縮記帳額
国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から直接控除している圧縮記帳額
土 地 81,435千円

４．保証債務
関連会社の金融機関等の借入債務に対し、保証を行っております。
D&A Technology（Shanghai）Co.,Ltd. 42,931千円

（連結株主資本等変動計算書注記）
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式
普通株式 22,354,000 60,000,000 2,354,000 80,000,000
合 計 22,354,000 60,000,000 2,354,000 80,000,000

自己株式
普通株式 1,047,377 12,927,131 2,687,100 11,287,408
合 計 1,047,377 12,927,131 2,687,100 11,287,408

（注）１．発行済株式の株式数の増加は、株式分割によるもの60,000,000株であります。
２．発行済株式の株式数の減少は、取締役会決議による自己株式の消却によるもの2,354,000株であります。
３．自己株式の株式数の増加は、取締役会決議による自己株式の取得4,160,000株、株式分割によるもの8,467,131株、第三者

割当によるもの300,000株であります。
４．自己株式の株式数の減少は、取締役会決議による自己株式の消却によるもの2,354,000株、従業員の退職に伴う株式信託口

分の減少によるもの33,100株（分割前31,000株、分割後2,100株）、第三者割当によるもの300,000株であります。
５．自己株式の株式数には、株式給付信託（J-ESOP）及び株式給付信託（BBT）が保有する当社株式（当連結会計年度期首

448,200株、当連結会計年度期末1,966,700株）が含まれております。

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の
種 類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年６月19日
定時株主総会 普通株式 1,305,289 60 2025年３月31日 2025年６月20日

2025年10月20日
取締役会 普通株式 1,407,585 80 2025年９月30日 2025年12月５日

（注）１．2025年６月19日定時株主総会決議による配当金支払額の総額には、株式給付信託（J-ESOP）及び株式給付信託（BBT）の
信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式に対する配当金26,892千円を含めて記載しておりま
す。

２．2025年10月20日取締役会決議による配当金支払額の総額には、株式給付信託（J-ESOP）及び株式給付信託（BBT）の信
託財産として㈱日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株式に対する配当金33,376千円を含めて記載しております。

３．当社は、2025年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っておりますが、１株当たり配当額は、当該
株式分割前の配当額で記載しております。
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（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
2026年６月18日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

① 配当金の総額 4,240,757千円
② 配当の原資 利益剰余金
③ １株当たり配当額 60円
④ 基準日 2026年３月31日
⑤ 効力発生日 2026年６月19日

（注）１．株式給付信託（J-ESOP）及び株式給付信託（BBT）の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託E口）が保有する当社株
式に対する配当金118,002千円を含めて記載しております。

２．１株当たり配当額には、特別配当40円が含まれております。
３．当社は、2025年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。１株当たり配当額は、当該

株式分割後の配当額で記載しております。

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは資金運用については必要な運転資金は現金及び預金とし、それを超える部分は主として社債を購入し利息収入の確
保を図っております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスクの低減を図っております。有
価証券及び投資有価証券は株式及び社債であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。長期預金は、そ
の全額が期日前解約特約付定期預金（マルチコーラブル定期預金）であり、いつでも解約され将来期待される利息利益を享受でき
ない可能性があります。ただし金額的な影響は軽微です。

２．金融商品の時価等に関する事項
2026年３月31日（当連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであります。

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額

（1）受取手形及び売掛金 20,898,979 20,861,979 △36,999
（2）有価証券及び投資有価証券 11,048,475 10,954,053 △94,422
（3）長期預金 900,000 873,162 △26,837

（注）１．「現金及び預金」「電子記録債権」「買掛金」「未払法人税等」については、短期間で決算されるため時価が帳簿価額と近似し
ていることから、記載を省略しております。

２．市場価格のない株式等については、上表には含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであ
ります。

区 分 連結貸借対照表計上額
投資有価証券

非上場株式等＊ 1,904,919千円

＊非上場株式等については市場価格がないため、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19
号 2020年３月31日）第５項に従い、時価開示の対象としておりません。

３．金融商品の時価の適切なレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれに属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品 （単位：千円）

区分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計
有価証券及び投資有価証券

その他有価証券
株 式 7,247,152 − − 7,247,152

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融商品 （単位：千円）

区分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計
受取手形及び売掛金 − 20,861,979 − 20,861,979
有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券
国債・地方債等 − 179,952 − 179,952
社 債 − 3,526,949 − 3,526,949

長期預金 − 873,162 − 873,162

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

上場株式、国債・地方債等及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、そ
の時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している地方債等及び社債は、市場での取引頻度が低く、
活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しております。

受取手形及び売掛金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期預金
時価については、将来キャッシュ・フローを４年もの国債の利回り等適切な指標で割り引いた現在価値により算定しておりま
す。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 710円03銭
１株当たり当期純利益 263円53銭

（注）１．株式給付信託（J-ESOP）及び株式給付信託（BBT）が所有する当社株式を、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利
益の算定上、普通株式数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（当連結会計年度末
1,966,700株、期中平均株式数1,843,408株）

２．2025年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分割が行
われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。
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（その他の注記）
１．有価証券注記

① 満期保有目的の債券 （単位：千円）

種 類 連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの

国 債・
地方債等 − − −

社 債 − − −
小 計 − − −

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの 社 債 3,801,323 3,706,901 △94,422
合 計 3,801,323 3,706,901 △94,422

②その他有価証券 （単位：千円）

種 類 連結貸借対照表
計上額 取得原価 差 額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株 式 7,161,140 2,968,751 4,192,388
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株 式 86,011 111,633 △25,622

合 計 7,247,152 3,080,385 4,166,766

③売却したその他有価証券 （単位：千円）
種 類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
株 式 17,365,050 16,032,714 −
合 計 17,365,050 16,032,714 −

２．退職給付会計に関する注記
（1）採用している退職給付制度の概要

当社グループにおいては、当社及び一部の連結子会社において退職給付制度として退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制
度を採用しております。また、一部の連結子会社においては、退職金前払制度を採用しております。

（2）確定給付制度
① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

退職給付債務の期首残高 2,471,905千円
勤務費用 149,431
利息費用 32,477
数理計算上の差異の発生額 △144,895
退職給付の支払額 △85,377
退職給付債務の期末残高 2,423,541

② 簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整
退職給付に係る負債の期首残高 617,942千円
退職給付費用 111,718
退職給付の支払額 △61,247
退職給付に係る負債の期末残高 668,413
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③ 年金資産の期首残高と期末残高の調整表
年金資産の期首残高 6,977千円
期待運用収益 369
退職給付信託解約に伴う減少額 −
年金資産の期末残高 7,347

④ 退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表
積立型制度の退職給付債務 3,091,955千円
年金資産 △7,347
小計 3,084,608
非積立型制度の退職給付債務 −
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,084,608
退職給付に係る負債 3,084,608
退職給付に係る資産 −
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 3,084,608
（注）簡便法を採用した制度を含みます。

⑤ 退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 261,149千円
利息費用 32,477
数理計算上の差異の費用処理額 △82,977
確定給付費用に係る退職給付費用 210,650

⑥ 退職給付に係る調整額
退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

数理計算上の差異 61,918千円
合計 61,918

⑦ 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

未認識数理計算上の差異 △342,155千円
合計 △342,155

⑧ 年金資産に関する事項
年金資産の主な内訳

保険資産（一般勘定） 100％
合計 100

⑨ 数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎 割引率 2.2％
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個別計算書類
貸借対照表（2026年３月31日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産 49,763,068

現 金 及 び 預 金 24,080,140
売 掛 金 及 び 契 約 資 産 19,607,465
電 子 記 録 債 権 1,293,660
商 品 2,032,728
仕 掛 品 332,292
前 渡 金 1,087,183
前 払 費 用 76,891
関 係 会 社 貸 付 金 7,470
そ の 他 1,245,234

固 定 資 産 20,307,001
有 形 固 定 資 産 5,514,823

建 物 及 び 構 築 物 3,471,713
車 両 運 搬 具 53,189
機械装置及び工具 器 具 備 品 1,676,419
土 地 154,894
建 設 仮 勘 定 158,605

無 形 固 定 資 産 31,811
ソ フ ト ウ ェ ア 29,877
電 話 加 入 権 1,933

投 資 そ の 他 の 資 産 14,760,367
投 資 有 価 証 券 11,347,335
関 係 会 社 株 式 2,459,879
関 係 会 社 出 資 金 127,767
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 14,941
長 期 前 払 費 用 15,787
差 入 保 証 金 323,574
会 員 権 66,709
繰 延 税 金 資 産 395,451
そ の 他 8,920

資 産 合 計 70,070,069

科 目 金 額
（負 債 の 部）

流 動 負 債 22,739,808
買 掛 金 12,818,685
未 払 金 846,565
未 払 費 用 145,121
未 払 法 人 税 等 6,523,072
前 受 金 1,513,637
預 り 金 96,003
賞 与 引 当 金 499,998
役 員 賞 与 引 当 金 119,000
株 主 優 待 引 当 金 23,247
そ の 他 154,477

固 定 負 債 3,515,183
退 職 給 付 引 当 金 2,765,697
株 式 給 付 引 当 金 523,645
役 員 株 式 給 付 引 当 金 120,817
長 期 未 払 金 105,024

負 債 合 計 26,254,992
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 40,926,208
資 本 金 1,873,136
資 本 剰 余 金 1,980,536

資 本 準 備 金 1,980,536
利 益 剰 余 金 47,361,163

利 益 準 備 金 95,190
そ の 他 利 益 剰 余 金 47,265,973

別 途 積 立 金 9,000,000
繰 越 利 益 剰 余 金 38,265,973

自 己 株 式 △10,288,627
評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,888,868
その他有価証券評価差額金 2,888,868
純 資 産 合 計 43,815,077
負 債 及 び 純 資 産 合 計 70,070,069
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損益計算書（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 59,658,274
売 上 原 価 45,632,198
売 上 総 利 益 14,026,076
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,377,828
営 業 利 益 8,648,247
営 業 外 収 益

受 取 利 息 94,150
受 取 配 当 金 2,123,293
そ の 他 76,549 2,293,994

営 業 外 費 用
為 替 差 損 510
自 己 株 式 取 得 費 用 38,217 38,727

経 常 利 益 10,903,514
特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 16,032,714
抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 43,711 16,076,425

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 15,000
子 会 社 株 式 売 却 損 47,149 62,149

税 引 前 当 期 純 利 益 26,917,790
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,590,151
法 人 税 等 調 整 額 △194,740 7,395,411

当 期 純 利 益 19,522,379
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株主資本等変動計算書（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準 備 金
そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金

2025年４月１日残高 1,873,136 1,980,536 92,460 2,072,996 95,190 9,000,000 30,648,592 39,743,782 △1,000,060 42,689,854

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,712,875 △2,712,875 △2,712,875

当 期 純 利 益 19,522,379 19,522,379 19,522,379

自己株式の取得 △18,616,000 △18,616,000

自己株式の消却 △9,385,747 △9,385,747 9,385,747

株式給付信託による
自己株式の取得 △400,200 △400,200

株式給付信託による
自己株式の処分 42,850 42,850

株式給付信託に対する
自己株式の処分 101,163 101,163 299,036 400,200

利益剰余金から
資本剰余金への振替 9,192,123 9,192,123 △9,192,123 △9,192,123

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 − − △92,460 △92,460 − − 7,617,380 7,617,380 △9,288,566 △1,763,645

2026年３月31日残高 1,873,136 1,980,536 − 1,980,536 95,190 9,000,000 38,265,973 47,361,163 △10,288,627 40,926,208
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評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2025年４月１日残高 9,329,695 9,329,695 52,019,549

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △2,712,875

当 期 純 利 益 19,522,379

自己株式の取得 △18,616,000

自己株式の消却 −

株式給付信託による
自己株式の取得 △400,200

株式給付信託による
自己株式の処分 42,850

株式給付信託に対する
自己株式の処分 400,200

利益剰余金から
資本剰余金への振替 −

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △6,440,826 △6,440,826 △6,440,826

事業年度中の変動額合計 △6,440,826 △6,440,826 △8,204,472

2026年３月31日残高 2,888,868 2,888,868 43,815,077
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）

② 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

③ その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。
市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

３．固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び
構築物については定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

主な耐用年数
建物 ６〜50年
車両運搬具 ６年
器具備品 ４〜15年

② 無形固定資産
自社利用のソフトウェア 定額法 ５年

４．引当金の計上基準
① 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、翌事業年度賞与支給見込額のうち当事業年度に帰属する部分の金額を計上しております。
② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

③ 役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

④ 株式給付引当金
株式給付規程に基づく従業員の当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上してお
ります。

⑤ 役員株式給付引当金
株式給付規程に基づく役員の当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しており
ます。

５．重要な収益及び費用の計上基準
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第30号 2021年３月26日）を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は
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サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点については、連結注記表の「（連結計算書類の作成のため
の基本となる重要な事項に関する注記）3.会計方針に関する事項（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理方法と異なって
おります。

（表示方法の変更）
（貸借対照表）

前事業年度まで「建物」で表示していた科目を、「建物及び構築物」に変更しております。この科目変更は当事業年度において構築
物を取得したために行ったものであり、前事業年度の「建物」に構築物は含まれておりません。
前事業年度まで「工具器具備品」で表示していた科目を、「機械装置及び工具器具備品」に変更しております。この科目変更は当事
業年度において機械装置を取得したために行ったものであり、前事業年度の「工具器具備品」に機械装置は含まれておりません。

（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報については、連結注記表「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、注
記を省略しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 352,808千円

２．圧縮記帳額
国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から直接控除している圧縮記帳額
土 地 81,435千円

３．保証債務
関連会社の金融機関等の借入債務に対し、保証を行っております。
D&A Technology（Shanghai）Co.,Ltd. 42,931千円

４．関係会社に対する金銭債権 短期 24,791千円
長期 14,941

関係会社に対する金銭債務 短期 336,926

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

売上高 58,801千円
仕入高 2,251,359
営業取引以外の取引高 1,943,465

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び数

普通株式 11,287,408株
（注）上記自己株式には、株式給付信託（J-ESOP）及び株式給付信託（BBT）が所有する当社株式1,966,700株を含めております。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 165,479千円
未払事業税 326,354
退職給付引当金 871,747
長期未払金 33,103
株式給付引当金 165,052
役員株式給付引当金 38,081
投資有価証券評価損 74,868
関係会社株式評価損 119,977
会員権評価損 21,075
その他 142,812
繰延税金資産小計 1,958,552
評価性引当額 △283,236
繰延税金資産合計 1,675,316

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △1,279,865千円
繰延税金負債合計 △1,279,865

繰延税金資産の純額 395,451

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 637円66銭
１株当たり当期純利益 268円09銭

（注）１．株式給付信託（J-ESOP）及び株式給付信託（BBT）が所有する当社株式を、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利
益の算定上、普通株式数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。（当事業年度末1,966,700
株、期中平均株式数1,843,408株）

２．2025年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。当事業年度の期首に当該株式分割が行
われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

（その他の注記）
有価証券注記

子会社株式及び関連会社株式

区 分 貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
子会社株式 500,940 2,179,980 1,679,040

（注）上記に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区 分 当事業年度（千円）
子会社株式 1,954,939

関連会社株式 4,000
関連会社出資金 127,767

合 計 2,086,707
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年５月18日

株式会社アルゴグラフィックス
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人ト ー マ ツ
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 沼 田 敦 士
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 浅 井 則 彦

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社アルゴグラフィックスの2025年4月1日から2026年3月31日まで

の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につい
て監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アル
ゴグラフィックス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に
対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結
計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが
求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続
企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明
することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する
ために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任が
ある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含
む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独
立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能
な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年５月18日

株式会社アルゴグラフィックス
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人ト ー マ ツ
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 沼 田 敦 士
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 浅 井 則 彦

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社アルゴグラフィックスの2025年4月1日から2026年3月31

日までの第42期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法

人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。

また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書
類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが
求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど

うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正
に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含
む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独
立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能
な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第42期事業年度における取締役の職務の
執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組み並びに
会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロの判断及びその理由については、取締役会
その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の方法及びその内容
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。
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③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月18日
株式会社アルゴグラフィックス 監査等委員会

監査等委員 中 村 隆 夫 ㊞
監査等委員 楢 林 知 樹 ㊞
監査等委員 有 岡 宏 ㊞
監査等委員 井 戸 理恵子 ㊞

（注）監査等委員楢林知樹、有岡宏及び井戸理恵子は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する
社外取締役であります。

以 上
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